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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

２．当社は、第15期中間連結会計期間が半期報告書の提出初年度であり、当該中間連結会計期間より証券取引法第193条の２

の規定に基づく中間監査を受けているため、それ以前については記載しておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、当該期間の平均人員を( )外数で記載しております。 

  

回次 第13期中 第14期中 第15期中 第13期 第14期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 （千円） ─ ─ 22,410,598 31,852,714 41,244,822

経常利益 （千円） ─ ─ 3,981,599 828,300 5,095,766

中間（当期）純利益 （千円） ─ ─ 2,326,290 516,644 2,362,454

純資産額 （千円） ─ ─ 11,994,089 4,405,291 6,817,839

総資産額 （千円） ─ ─ 29,164,423 26,238,929 27,907,540

１株当たり純資産額 （円） ─ ─ 499,753.73 220,264.59 340,891.99

１株当たり中間（当
期）純利益金額 

（円） ─ ─ 113,950.05 25,832.21 121,275.90

潜在株式調整後１株
当たり中間（当期）
純利益金額 

（円） ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 （％） ─ ─ 41.1 16.8 24.4

営業活動によるキャ
ッシュ・フロー 

（千円） ─ ─ 2,798,175 3,091,748 5,458,059

投資活動によるキャ
ッシュ・フロー 

（千円） ─ ─ △400,308 4,148,490 △1,079,306

財務活動によるキャ
ッシュ・フロー 

（千円） ─ ─ △985,499 △7,711,010 △3,375,881

現金及び現金同等物
の中間期末（期末）
残高 

（千円） ─ ─ 4,086,114 1,661,006 2,663,969

従業員数 
（外、平均臨時雇用
者数） 

（人） 
─ 
(─) 

─
(─) 

446
( 29) 

429 
( 28) 

443
( 26) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

２．当社は、第15期中間会計期間が半期報告書の提出初年度であり、当該中間会計期間より証券取引法第193条の２の規定に

基づく中間監査を受けているため、それ以前については記載しておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、当該期間の平均人員を( )外数で記載しております。 

  

２【事業の内容】 

当社グループは、当社（朝日工業株式会社）、連結子会社４社及び持分法適用関連会社１社により構成されており、農業資材

事業、鉄鋼建設資材事業を主たる業務としております。 

 当中間連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、変更はありません。また、関係会社における異動も

ありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、関係会社の異動はありません。 

  

回次 第13期中 第14期中 第15期中 第13期 第14期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 （千円） ─ ─ 21,588,965 30,200,781 39,487,188

経常利益 （千円） ─ ─ 3,918,521 641,065 5,029,240

中間（当期）純利益 （千円） ─ ─ 2,310,116 364,620 2,511,023

資本金 （千円） ─ ─ 2,190,000 1,000,000 1,000,000

発行済株式総数 （千株） ─ ─ 24 20 20

純資産額 （千円） ─ ─ 11,574,461 3,860,180 6,425,572

総資産額 （千円） ─ ─ 26,951,430 23,024,940 25,084,552

１株当たり純資産額 （円） ─ ─ 482,269.22 193,009.02 321,278.63

１株当たり中間（当
期）純利益金額 

（円） ─ ─ 113,157.80 18,231.00 128,902.66

潜在株式調整後１株
当たり中間（当期）
純利益金額 

（円） ─ ─ ─ ─ ─

１株当たり中間（年
間）配当額 

（円） ─ ─ 5,000.00 5,000.00 10,000.00

自己資本比率 （％） ─ ─ 42.9 16.8 25.6

従業員数 
（外、平均臨時雇用
者数） 

（人） 
─ 
(─) 

─
(─) 

374
( 15) 

359 
( 12) 

368
( 11) 



４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外部への出向者は除き、グループ外からの出向者を含むほか、常用

パートを含む。）であり、臨時雇用者数（季節工、パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含み、常用パートは除

く。）は、当中間連結会計期間の平均人員を( )外数で記載しております。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているものであ

ります。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、常用パートを含む。）であ

り、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、季節工は含み常用パートは除く。）は、当中間会計期間

の平均人員を( )外数で記載しております。 

  

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  

  

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

農業資材事業 １２６ (１０) 

鉄鋼建設資材事業 ２１４ (４) 

その他事業 ７２ (１４) 

全社（共通） ３４ (１) 

合計 ４４６ (２９) 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） ３７４(１５) 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間における日本の経済は、輸出の伸び悩みと原油の高値基調が続いたものの企業の高収益の持続などが民

間設備投資と個人消費を押上げるなど国内の景気は概ね堅調な推移となりました。 

 わが国の農業は、生産者の高齢化、耕作面積の減少、輸入農産物の増加など構造的な問題を抱えております。それらを背景

に全国農業協同組合連合会組織の統合が進み、一方では生産資材費の引下げ要求も高まっております。また、世界的な需要の

拡大などから肥料原材料は逼迫化の傾向にあり無機、有機ともに原材料価格は高騰する状況となりました。 

 鉄鋼業界では鋼材類を中心として輸出は減少したものの内需の回復により企業業績は引き続き好調なものとなりました。電

炉業界も堅調な民間設備投資や首都圏の建築需要によって需要は底堅く、安定した製品価格のもと鉄スクラップ価格が当初予

想に比べ安値基調で推移したことから各社とも高収益となっております。 

 その他事業の砕石・砕砂事業は公共工事の減少による需要減少、価格競争の激化という厳しい環境が続いております。 

 このような事業環境の下で、農業資材事業の肥料事業はＯＥＭ生産を積極的に拡大いたしました。鉄鋼建設資材事業は需要

に見合った生産を行ったことで製品価格が比較的安定して推移いたしました。その他事業は砕石・砕砂事業で新規顧客の開拓

が進みました。この結果、当中間連結会計期間の売上高は22,410百万円、営業利益は4,095百万円、経常利益は3,981百万円、

中間純利益は2,326百万円となりました。 

  

事業の種類別セグメント別の業績は次のとおりであります。 

  

 農業資材事業の肥料事業は同業他社からのＯＥＭ生産が拡大するなど販売数量は増加しておりますが原材料の高騰などから

原価率が悪化しております。また、ＯＥＭ生産から発展し全国農業協同組合連合会、コープケミカル株式会社と生産、販売、

研究に亘る包括的な業務提携の合意に基づき具体的展開を図っております。園芸事業は企画商品の提案による営業展開を行っ

たことにより売上高は伸びております。ブランド戦略として推進している「Organic Handmade Life」シリーズは、有機肥料

のパッケージをカップとするなど肥料の品揃えをほぼ終えております。種苗事業の主力商品トウモロコシ「味来」は関東地区

の主力品種を維持、また自社ブランド品種のホウレンソウは春夏用品種を加え周年販売が可能となりました。 

 この結果、当中間連結会計期間の売上高は5,281百万円、営業利益は103百万円となりました。 

  

 鉄鋼建設資材事業は、主原材料の鉄スクラップ価格の先行見通しが不透明なこともあり、収益の安定確保を第一として需要

に見合った生産と価格を優先した販売を行うなどの製販一体となった事業展開を行いました。構造用鋼は製品価格が改善、鉄

筋につきましては一部に価格の軟化傾向もみられましたがＳＤ２９５Ａベースで平均56.5千円／ｔで推移いたしました。コス

トダウンプロジェクトは開始から4年目となりましたが、月次ベースでは年換算約460百万円の効果金額を達成しております。

一方主原料の鉄スクラップ価格は国際価格の下落などから、当初見込みに対して安値の水準で推移いたしました。この結果、

当中間連結会計期間の売上高は16,304百万円、営業利益は4,358百万円となりました。 

  

 その他事業の砕石・砕砂事業は、公共工事の減少などにより製品価格が低迷しておりますが、品質向上のための設備投資、

顧客ニーズに対応した製品管理などにより新規顧客を獲得し、販売数量は前年比102.9％を確保いたしました。この結果、当中

間連結会計期間の売上高は854百万円、営業利益は64百万円となりました。 

  

なお、当中間連結会計期間が中間連結財務諸表作成初年度であるため、財務数値についての前年同期との比較分析は行って

おりません。（以下「キャッシュ・フロー」及び「生産、受注及び販売の状況」においても同じ。） 

  



(2）キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における連結ベースでの現金および現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前中間純利益

が3,926百万円と高水準となり、当中間連結会計期間末には4,086百万円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、2,798百万円となりました。これは主として、鉄鋼建設資材事業の業況改善による中間純利

益の増加、減価償却費によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、400百万円の減少となりました。主な内容は、各工場の生産設備の維持更新投資によ

るものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、985百万円の減少となりました。主な内容は、株式発行による2,969百万円の収入に

対し、借入金3,995百万円の返済による支出によるものであります。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

（1）生産実績 

当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．金額は販売価格によって、セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

２．農業資材事業は肥料事業、その他事業は砕石・砕砂事業の生産実績を記載しております。 

３．当中間連結会計期間が中間連結財務諸表作成初年度であるため、前年同期との比較は行っておりません。 

４．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

（2）受注状況 

当中間連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．農業資材事業およびその他事業は見込み生産のため記載を省略しております。 

２．当中間連結会計期間が中間連結財務諸表作成初年度であるため、前年同期との比較は行っておりません。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

（3）販売実績 

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．セグメント間の取引は、相殺消去しております。 

２．当中間連結会計期間が中間連結財務諸表作成初年度であるため、前年同期との比較は行っておりません。 

３．当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

４．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

農業資材事業 3,427,372 ─ 

鉄鋼建設資材事業 16,127,315 ─ 

その他事業 651,132 ─ 

合計 20,205,820   ─ 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

鉄鋼建設資材事業 15,573,827 ─ 5,226,363 ─ 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

農業資材事業 5,281,741 ─ 

鉄鋼建設資材事業 16,304,966 ─ 

その他事業 823,890 ─ 

合計 22,410,598 ─ 

  相手先 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 

  全国農業協同組合連合会 3,725,135 16.6 

  三井物産株式会社 2,990,360 13.3 

  株式会社メタルワン建材 2,810,760 12.5 

  阪和興業株式会社 2,612,458 11.7 

  伊藤忠丸紅テクノスチール株式会社 2,421,588 10.8 



３【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約はありません。 

  

５【研究開発活動】 

当社は各事業における需要および各業界に対応するため、農業資材事業、鉄鋼建設資材事業およびその他事業のそれぞれの事

業分野に分かれ、研究開発に取り組んでおります。農業資材事業では、開発部が有機を中心とした高付加価値肥料などの肥料分

野の開発を行い、生物工学研究所が自社品種の育種および導入品種の育成、選抜など種苗分野の研究開発に取り組んでおりま

す。鉄鋼建設資材事業では、事業企画部開発担当が主にねじ節鉄筋およびその周辺商品開発に取り組んでおります。その他事業

の砕石・砕砂事業では、副産物の利用やリサイクル事業の多角化をテーマに取り組んでおります。当連結会計年度における研究

開発費の総額は105百万円となっております。各セグメント別の研究の目的、主要課題、成果および研究開発費は次のとおりであ

ります。 

  

（１）農業資材事業 

開発部では、有機栽培や減化学肥料栽培に対応する発酵有機肥料、有機液肥および施肥省力化に貢献する緩効性肥料など

の商品開発を進めております。発酵有機肥料では害虫誘引性を低減した資材を開発し特許の申請を行っております。また有

機液肥は各県試験場等での試験を行い、一部の県で販売が開始されました。緩効性肥料では新たなケイ酸質材料の利用を進

めております。またコープケミカル株式会社との業務提携に沿って、両社の原料特性を活かした共通銘柄の開発を行い商品

化いたしました。スタッフは８名体制で進めており、当中間連結会計期間における研究開発費は38百万円となっておりま

す。 

生物工学研究所では、病害抵抗性、収量性、斉一性、形態、食味などを中心とした付加価値の高い野菜種子などの開発を

進めております。平成16年度にはえそ斑点病とツル割れ病耐性のあるメロン台木「ワンツーシャット」及び「えそシャッ

ト」の発売を開始いたしました。ホウレンソウでは、ベト病レース１～７抵抗性の秋播き用品種「アデル」、春播き用品種

「レースクイーン７」、更に抽苔に強い春夏播き用品種を発売開始いたしました。また、育成を終了した大玉トマトはＰＲ

を含めた産地試作を拡大展開する予定でおります。スタッフは６名体制で進めており、当中間連結会計期間における研究開

発費は30百万円となっております。 

  

（２）鉄鋼建設資材事業 

阪神淡路大震災以降、建築物の耐震強度を安定的に確保する工法として、圧接工法に替わり機械式継手工法のニーズが高

まり、ねじ節鉄筋の需要が拡大してきております。当社としても今後の需要拡大を見込み、ねじ節鉄筋の開発を平成７年度

から開始し、平成１０年度に商品化（商品名ネジエーコン）いたしました。現在、ねじ節鉄筋の高強度化、周辺商品の継

手、定着板の改良などを行っております。スタッフは１名で、当中間連結会計期間における研究開発費は18百万円となって

おります。 

  

（３）その他事業 

砕石・砕砂事業は、副産物（砕石スラッジ）の有効利用として水質浄化を目的とした多孔質ペレット、化粧ブロック用資

材の開発を進めております。木くずチップは堆肥や緑化資材としての用途開発を進めております。スタッフは２名体制で、

当中間連結会計期間における研究開発費は17百万円となっております。 

  

  



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありません。

また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注） 有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 80,000 

計 80,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成17年12月20日） 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 24,000 24,000 ジャスダック証券取引所 ─ 

計 24,000 24,000 ─ ─ 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年９月12日 
（注） 

4,000 24,000 1,190,000 2,190,000 1,802,000 1,802,000

  発行価格 800,000円 

  引受価額 748,000円 

  発行価額 595,000円 

  資本組入額 297,500円 

  払込金総額 2,992,000千円 



(4）【大株主の状況】 

  

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

(注) 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が３株含まれております。なお、「議決権の数」欄に

は、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれておりません。 

  

    平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

阪和興業株式会社 大阪市中央区伏見町４丁目３番９号 2,000 8.33 

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町一丁目２番１号 2,000 8.33 

株式会社メタルワン 東京都港区芝３丁目23番１号 2,000 8.33 

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山２丁目５番１号 1,200 5.00 

アサガミ株式会社 東京都千代田区大手町２丁目６番２号 1,000 4.16 

コープケミカル株式会社 東京都千代田区一番町23番地３ 1,000 4.16 

朝日工業従業員持株会 東京都豊島区東池袋４丁目21番６号 852 3.55 

大阪証券金融株式会社（業務
口） 

大阪市中央区北浜２丁目４番６号 720 3.00 

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１丁目13番２号 700 2.91 

伊藤忠丸紅テクノスチール株
式会社 

東京都中央区日本橋室町２丁目４番３号 600 2.50 

カネヒラ鉄鋼株式会社 大阪市西区立売堀１丁目10番７号 600 2.50 

日本マタイ株式会社 東京都台東区元浅草２丁目６番７号 600 2.50 

計 ─ 13,272 55.30 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ─ ─ ─ 

議決権制限株式（自己株式等） ─ ─ ─ 

議決権制限株式（その他） ─ ─ ─ 

完全議決権株式（自己株式等） ─ ─ ─ 

完全議決権株式（その他） 普通株式 24,000 23,997 ─ 

端株 ─ ─ ─ 

発行済株式総数 24,000 ─ ─ 

総株主の議決権 ─ 23,997 ─ 



②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

なお、平成17年９月13日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当事項はあり

ません。 

  

３【役員の状況】 

(1）新任役員 

 該当事項はありません。 

  

(2）退任役員 

  

(3）役職の異動 

  

    平成17年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

─ ─ ─ ─ ─ ─ 

計 ─ ─ ─ ─ ─ 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） ─ ─ ─ ─ ─ 1,410,000 

最低（円） ─ ─ ─ ─ ─ 1,020,000 

役名 職名 氏名 退任年月日 

常務取締役 鉄鋼建設資材本部長 佐藤 豊 平成17年12月８日 

取締役 
農業資材本部 
事業企画部長 

佐村 剛永 平成17年12月８日 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

常務取締役 

鉄鋼建設資材
本部長兼鉄鋼
建設資材本部
鉄鋼事業部長 

取締役 
鉄鋼建設資材
本部鉄鋼事業
部長 

佐藤 邦彦 平成17年12月８日



第５【経理の状況】 

  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以

下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  

(3）当半期報告書は、最初に提出するものでありますので、前年同期との対比は行っておりません。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間

連結財務諸表及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人に

より中間監査を受けております。 

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
当中間連結会計期間末

  
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）  

Ⅰ 流動資産  

１．現金及び預金 4,146,114 2,673,969 

２．受取手形及び売掛金 6,742,068 7,016,055 

３．たな卸資産 4,522,252 4,625,774 

４．繰延税金資産 268,756 236,696 

５．その他 145,957 228,080 

貸倒引当金 △5,969 △12,348 

流動資産合計 15,819,179 54.2 14,768,228 52.9

Ⅱ 固定資産  

１．有形固定資産  

(1)建物及び構築物 ※1,2 2,877,848 2,918,728  

(2)機械装置及び運搬具 ※1,2 4,545,322 4,682,213  

(3)土地 ※2 2,524,382 2,513,858  

(4)建設仮勘定 395,245 47,846  

(5)その他 ※1,2 912,565 11,255,364 38.6 923,221 11,085,868 39.7

２．無形固定資産 187,375 0.6 218,142 0.8

３．投資その他の資産  

(1)投資有価証券 ※3 1,692,628 1,633,409  

(2)その他 195,597 199,611  

貸倒引当金 △8,430 1,879,796 6.5 △4,587 1,828,434 6.6

固定資産合計 13,322,536 45.7 13,132,444 47.1

Ⅲ 繰延資産 22,707 0.1 6,868 0.0

資産合計 29,164,423 100.0 27,907,540 100.0

   



  

  

  
当中間連結会計期間末

  
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

１．支払手形及び買掛金  6,085,805 6,948,576 

２．短期借入金 ※2  1,176,000 3,387,000 

３．１年以内返済予定の長期
借入金 

※2  2,431,322 2,986,929 

４．１年以内償還予定の社債  80,000 40,000 

５．未払法人税等  1,671,123 1,241,906 

６．賞与引当金  334,207 323,641 

７．その他  1,624,091 1,430,940 

流動負債合計  13,402,549 46.0 16,358,993 58.6

Ⅱ 固定負債   

１．社債  320,000 360,000 

２．長期借入金 ※2  2,044,820 3,033,345 

３．繰延税金負債  269,419 236,045 

４．退職給付引当金  854,633 819,468 

５．役員退職慰労引当金  278,912 281,848 

固定負債合計  3,767,784 12.9 4,730,706 17.0

負債合計  17,170,334 58.9 21,089,700 75.6

    

（資本の部）   

Ⅰ 資本金  2,190,000 7.5 1,000,000 3.6

Ⅱ 資本剰余金  1,802,000 6.2 ─ ─

Ⅲ 利益剰余金  7,693,366 26.4 5,567,076 19.9

Ⅳ その他有価証券評価差額金  269,270 0.9 222,616 0.8

Ⅴ 為替換算調整勘定  39,452 0.1 28,146 0.1

資本合計  11,994,089 41.1 6,817,839 24.4

負債資本合計  29,164,423 100.0 27,907,540 100.0

    



②【中間連結損益計算書】 

  

  

   

当中間連結会計期間
  

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   22,410,598 100.0 41,244,822 100.0

Ⅱ 売上原価   15,268,706 68.1 29,843,647 72.4

売上総利益   7,141,892 31.9 11,401,175 27.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2  3,046,581 13.6 6,030,953 14.6

営業利益   4,095,310 18.3 5,370,221 13.0

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  2,027 5,324  

２．受取配当金  1,830 1,119  

３．持分法による投資利益  12,704 21,677  

４．仕入割引  8,538 17,310  

５．役員保険解約返戻金  3,878 17,583  

６．その他  10,452 39,431 0.2 23,191 86,207 0.2

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  97,807 266,709  

２．売上割引  40,073 72,079  

３．その他  15,981 153,141 0.7 21,873 360,662 0.9

経常利益   3,981,599 17.8 5,095,766 12.3

Ⅵ 特別利益    

１．投資有価証券売却益  ─ 10,205  

２．貸倒引当金戻入益  2,535 ─  

３．その他  ─ 2,535 0.0 244 10,450 0.0

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産処分損 ※3 55,934 272,637  

２．減損損失 ※4 ─ 478,588  

３．その他  1,694 57,628 0.3 46,370 797,597 1.9

税金等調整前中間（当期）
純利益 

  3,926,506 17.5 4,308,619 10.4

法人税、住民税及び事業税  1,629,924 2,110,209  

法人税等調整額  △29,707 1,600,216 7.1 △164,044 1,946,164 4.7

中間（当期）純利益   2,326,290 10.4 2,362,454 5.7

     



③【中間連結剰余金計算書】 

  

  

   
当中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の連結剰余金計算書
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高  ─ ─ 

Ⅱ 資本剰余金増加高  

増資による新株の発行  1,802,000 1,802,000 ─ ─ 

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期
末）残高 

 1,802,000 ─ 

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  5,567,076 3,304,621 

Ⅱ 利益剰余金増加高  

中間（当期）純利益  2,326,290 2,326,290 2,362,454 2,362,454 

Ⅲ 利益剰余金減少高  

配当金  200,000 200,000 100,000 100,000 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期
末）残高 

 7,693,366 5,567,076 

   



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    

当中間連結会計期間
  

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間（当期）純利益   3,926,506 4,308,619 

減価償却費   474,184 1,112,384 

貸倒引当金の増加額（△減少額）   △2,535 5,167 

受取利息及び受取配当金   △3,857 △6,444 

支払利息   97,082 266,709 

持分法による投資利益   △12,704 △21,677 

有形固定資産処分損   55,934 272,394 

投資有価証券売却益   ─ △9,369 

減損損失   ─ 478,588 

投資有価証券評価損   1,694 29,582 

繰延資産償却   6,528 5,599 

賞与引当金の増加額   10,566 66,401 

退職給付引当金の増加額   35,164 162,902 

役員退職慰労引当金の増加額（△減少
額） 

  △2,936 47,075 

売上債権の減少額（△増加額）   268,384 △985,846 

たな卸資産の減少額（△増加額）   104,685 △505,936 

その他流動資産の減少額   70,854 19,680 

仕入債務の増加額（△減少額）   △862,770 1,523,000 

その他流動負債の増加額（△減少額）   △132,405 135,173 

その他   16,037 17,758 

小計   4,050,413 6,921,765 

利息及び配当金の受取額   35,163 52,955 

利息の支払額   △86,694 △255,869 

法人税等の支払額   △1,200,706 △1,260,791 

営業活動によるキャッシュ・フロー   2,798,175 5,458,059 



  

  

  次へ 

    

当中間連結会計期間
  

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

固定性預金の預入による支出   △60,000 △10,000 

固定性預金の払戻による収入   10,000 10,000 

有形固定資産の取得による支出   △340,061 △1,161,527 

有形固定資産の売却による収入   ─ 489 

無形固定資産の取得による支出   △1,970 △86,508 

役員保険の積立による支出   △7,949 △14,378 

投資有価証券の取得による支出   △497 △90,351 

投資有価証券の売却による収入   ─ 278,184 

その他   170 △5,214 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △400,308 △1,079,306 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額   △2,211,000 △1,629,000 

長期借入れによる収入   240,000 1,595,000 

長期借入金の返済による支出   △1,784,132 △3,438,081 

社債の発行による収入   ─ 196,200 

株式の発行による収入   2,969,632 ─ 

自己株式の売却による収入   ─ 146,100 

自己株式の取得による支出   ─ △146,100 

配当金の支払額   △200,000 △100,000 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △985,499 △3,375,881 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   9,777 91 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額   1,422,144 1,002,963 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   2,663,969 1,661,006 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高 

※ 4,086,114 2,663,969 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数     4社 (1)連結子会社の数   同 左 

  連結子会社の名称 連結子会社の名称 

  上武産業株式会社 

上武エコ・クリーン株式会社 

株式会社テイ・アンド・アイ 

ASAHI INDUSTRIES AUSTRALIA 

PTY.LTD. 

  

同  左 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1)持分法適用の関連会社の数   1社 (1)持分法適用の関連会社の数 同 左 

持分法適用の関連会社の名称 持分法適用の関連会社の名称 

  JOHNSON ASAHI PTY.LTD. 同  左 

  (2)持分法を適用していない関連会社

（RHSJエンタープライズ㈱、TEC 

GLOBAL PTY.LTD.）は、中間純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても中

間連結財務諸表に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体としても重

要性がないため持分法の適用範囲

から除外しております。 

(2)持分法を適用していない関連会社

（RHSJエンタープライズ㈱、TEC 

GLOBAL PTY.LTD.）は、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても連

結財務諸表に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重要性

がないため持分法の適用範囲から

除外しております。 

  

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

連結子会社のうち、ASAHI 

INDUSTRIES AUSTRALIA PTY.LTD.の中間

決算日は12月31日であります。 

中間連結財務諸表の作成に当って

は、同社の６月30日現在で実施した決

算に基づく財務諸表の下半期相当分を

使用しております。ただし、７月１日

から中間連結決算日９月30日までの期

間に発生した重要な取引については、

連結上必要な調整を行っております。 

  

連結子会社のうち、ASAHI 

INDUSTRIES AUSTRALIA PTY.LTD.の決算

日は６月30日であります。 

連結財務諸表の作成に当っては、同

社の12月31日現在での仮決算に基づく

財務諸表を使用しております。ただ

し、１月１日から連結決算日３月31日

までの期間に発生した重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行ってお

ります。 

  



項目 
当中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ 有価証券 イ 有価証券 

  子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 

  持分法非適用関連会社株式につ

いては、移動平均法による原価法

を採用しております。 

同  左 

  その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

  中間連結決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）を採用

しております。 

連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）を採用して

おります。 

  時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法を採用

しております。 

  

同  左 

  ロ デリバティブ ロ デリバティブ 

  時価法を採用しております。 

  

同  左 

  ハ たな卸資産 ハ たな卸資産 

  月別総平均法による原価法を採

用しております。 

  

同  左 

  (2)重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

  イ 有形固定資産 イ 有形固定資産 

  当社は定額法、国内連結子会社

は定率法を採用しております。

（但し、国内連結子会社は平成10

年４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）は定額法によ

っております。）なお、主な耐用

年数は次のとおりであります。 

同  左 

  建物及び構築物    25～55年 

機械装置及び運搬具  10～14年 

  

  

  ロ 無形固定資産 ロ 無形固定資産 

  定額法を採用しております。 同  左 

  なお、自社利用のソフトウェアに

ついては社内における見込利用可

能期間（５年）による定額法を採

用しております。 

  

  



項目 
当中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (3)重要な引当金の計上基準 (3)重要な引当金の計上基準 

  イ 貸倒引当金 イ 貸倒引当金 

  当社及び国内連結子会社は、売

上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については、

貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

  

同  左 

  ロ 賞与引当金 ロ 賞与引当金 

  当社及び連結子会社は従業員に

対して支給する賞与の支出に充て

るため、支給見込額に基づき当中

間連結会計期間負担額を計上して

おります。 

  

当社及び連結子会社は従業員に

対して支給する賞与の支出に充て

るため、支給見込額に基づき当連

結会計年度負担額を計上しており

ます。 

  ハ 退職給付引当金 ハ 退職給付引当金 

  当社及び連結子会社において、

従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき当中間連結会計期間において

発生していると認められる額を計

上しております。 

なお、会計基準変更時差異につ

いては、主として15年による按分

額を費用処理しております。 

過去勤務債務は、発生時の従業

員の平均残存勤務期間内の一定年

数（15年）による按分額を費用処

理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業員平

均残存勤務期間以内の一定年数（5

年）により按分した額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から費用処

理することとしております。 

  

当社及び連結子会社において、

従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

なお、会計基準変更時差異につ

いては、主として15年による按分

額を費用処理しております。 

過去勤務債務は、発生時の従業

員の平均残存勤務期間内の一定年

数（15年）による按分額を費用処

理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業員平

均残存勤務期間以内の一定年数

（５年）により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度から費

用処理することとしております。 

  ニ 役員退職慰労引当金 ニ 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備え

て、当社及び国内連結子会社は内

規に基づく中間連結会計期間末要

支給額を計上しております。 

  

役員の退職慰労金の支出に備え

て、当社及び国内連結子会社は内

規に基づく当連結会計年度末要支

給額を計上しております。 



項目 
当中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (4)重要なリース取引の処理方法 (4)重要なリース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンスリースについては、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

  

同  左 

  (5)重要なヘッジ会計の方法 (5)重要なヘッジ会計の方法 

  イ ヘッジ会計の方法 イ ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用しており

ます。なお、金利スワップについ

て特例処理の要件を充たしている

場合には特例処理を採用しており

ます。 

同  左 

  ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

  当中間連結会計期間にヘッジ会

計を適用したヘッジ対象とヘッジ

手段は以下のとおりであります。 

当連結会計年度にヘッジ会計を

適用したヘッジ対象とヘッジ手段

は以下のとおりであります。 

  ヘッジ手段・・・金利スワップ 

ヘッジ対象・・・借入金 

ヘッジ手段・・・金利スワップ 

ヘッジ対象・・・借入金 

  ハ ヘッジ方針 ハ ヘッジ方針 

  金利リスクの低減のため、対象

債務の範囲内でヘッジを行ってお

ります。 

同  左 

  ニ ヘッジ有効性評価の方法 ニ ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ手段の想定元本とヘッジ

対象の元本は金額、契約期間とも

一致しており、金利スワップ特例

処理の要件に該当すると判断され

るため、当該判定をもって有効性

の判定に代えております。 

  

同  左 

  (6)その他の中間連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

(6)その他の連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっております。 

  

同  左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ケ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

  

同  左 



会計処理の変更 

  

  

  次へ 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

        ─────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(固定資産の減損に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用方針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）が平成16年３月31日に終了

する連結会計年度に係る連結財務諸表から適用できる

ことになったことに伴い、当連結会計年度から同会計

基準及び同適用指針を適用しております。これにより

税金等調整前中間純利益は、478,588千円減少しており

ます。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財

務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除してお

ります。 

  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

  

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、 ※１．有形固定資産の減価償却累計額は、 

16,810,170千円であります。 

  

16,640,478千円であります。 

※２．担保資産および担保付債務 ※２．担保資産および担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 担保に供している資産は次のとおりであります。 
  

建物 2,250,146千円（1,965,773）

構築物 415,759 （ 409,470）

機械装置 4,161,957 （4,161,957）

工具器具備品 123,987 （ 120,796）

土地 2,343,444 （2,027,841）

計 9,295,294 （8,685,838）

建物 2,272,546千円（1,983,074）

構築物 428,724 （ 422,253）

機械装置 4,280,669 （4,280,669）

工具器具備品 125,505 （ 122,313）

土地 2,361,012 （ 533,904）

計 9,468,458 （7,342,216）

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 
  

短期借入金 816,000千円 （ 590,000）

長期借入金（１年以内返済予定） 

  2,277,335 （1,839,215）

長期借入金 1,991,970 （1,626,440）

計 5,085,305 （4,055,655）

短期借入金 2,195,000千円 （1,665,000） 

長期借入金（１年以内返済予定） 

  2,781,745 （2,249,625） 

長期借入金 2,914,850 （2,254,760） 

計 7,891,595 （6,469,385） 

上記のうち（ ）内書は工場財団抵当並びに当

該債務を示しております。 

  

上記のうち（ ）内書は工場財団抵当並びに当

該債務を示しております。 

※３．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

※３．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 
  

  
投資有価証券（株式） 274,388千円

  
投資有価証券（株式） 291,482千円

４．偶発債務 ４．偶発債務 

債務保証 債務保証 

銀行借入に対する保証債務 銀行借入に対する保証債務 
  

      

日本ヨルダン肥料株式会社   

（1,322千US＄） 149,662千円

従業員 21,420 

計 171,082 

日本ヨルダン肥料株式会社   

（1,652千US＄） 177,491千円

JOHNSON ASAHI PTY.LTD.   

（1,500千A＄） 124,320 

従業員 26,108 

計 327,919 



（中間連結損益計算書関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 
  

      

運賃 1,305,420千円

販売手数料 146,027 

給与賃金 390,642 

賞与引当金繰入額 140,521 

退職給付費用 79,935 

役員退職慰労引当金繰入額 32,620 

減価償却費 47,658 

業務委託料 155,412 
  

運賃 2,548,853千円

販売手数料 326,990 

給与賃金 752,162 

賞与引当金繰入額 142,779 

退職給付費用 151,443 

役員退職慰労引当金繰入額 54,125 

減価償却費 192,300 

業務委託料 245,631 

※２．販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は、

105,271千円であります。 

  

※２．販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は、

210,047千円であります。 

  

※３．固定資産処分損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※３．固定資産処分損の内訳は、次のとおりでありま

す。 
  

      

建物及び構築物 1,504千円

機械装置及び運搬具 46,731 

その他 7,697 
  

建物及び構築物 37,462千円

機械装置及び運搬具 165,576 

その他 69,598 



  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※４．       ─────── 
    

※４．減損損失 

当連結会計年度において、当社グループは以下

の資産について減損損失を計上いたしました。 

場所 用途 種類 

千葉県香取郡干潟町 遊休地 土地 

滋賀県甲賀市水口町 遊休地 土地 

群馬県多野郡鬼石町 遊休地 

山林立木 

土地 

投資その他の

資産 

群馬県藤岡市 遊休地 土地 

埼玉県児玉郡上里町 遊休地 土地 

  当社グループは、資産のグルーピングの単位と

して、関連会社も含め、内部管理上の事業部門

（工場別）及び遊休資産にグループ化しておりま

す。 

保有する遊休地、遊休資産において時価の下落

が確認されたことより、帳簿価額を回収可能価格

まで減額し、当該減少額を減損損失（478,588千

円）として特別損失に計上いたしました。その内

訳は、土地 442,472千円、投資その他の資産 

36,115千円であります。 

なお、回収可能価格は正味売却価額により測定

しており、不動産鑑定評価額、固定資産税評価額

等の適切に市場価格を反映していると考えられる

評価額を基に算出評価しております。 

  

  

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※  現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 
  

      

現金及び預金勘定 4,146,114千円

預入期間が3ケ月を超える定期預金 △ 60,000 

現金及び現金同等物 4,086,114 
  

現金及び預金勘定 2,673,969千円

預入期間が3ケ月を超える定期預金 △ 10,000 

現金及び現金同等物 2,663,969 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

  

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

  

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び中間期末残高相当額 

  

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  

  

  

取得価額 

相当額 

  

（千円） 

減価償却 

累計額 

相当額 

（千円） 

中間期末 

残高 

相当額 

（千円） 

機械装置 

及び運搬具 
225,459 53,814 171,645 

その他 42,221 20,093 22,128 

合計 267,680 73,097 193,773 

  

  

  

取得価額 

相当額 

  

（千円） 

減価償却 

累計額 

相当額 

（千円） 

期末残高 

相当額 

  

（千円） 

機械装置 

及び運搬具 
156,750 43,375 113,374 

その他 42,221 15,594 26,627 

合計 198,971 58,969 140,002 

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末残高に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

  

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

（2）未経過リース料中間期末残高相当額 （2）未経過リース料期末残高相当額 
  

    

１年内 50,781千円

１年超 142,992 

合計 193,773 
  

１年内 37,570千円

１年超 102,431 

合計 140,002 

（注） 未経過リース料中間期末残高相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

  

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

（3）支払リース料及び減価償却費相当額 （3）支払リース料及び減価償却費相当額 
  

    

支払リース料 22,221千円

減価償却費相当額 22,221 
  

支払リース料 40,413千円

減価償却費相当額 40,413 

（4）減価償却費相当額の算定方法 （4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

  

同  左 



（有価証券関係） 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券 

  

前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（注） 当連結会計年度中に売却したその他の有価証券 

売却額         278,189千円 

売却益の合計       10,205千円 

売却損の合計        835千円 

  

２．時価評価されていない主な有価証券 

  

（デリバティブ取引関係） 

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

  
取得原価 
（千円） 

中間連結貸借対照表計上額
（千円） 

差額 
（千円） 

(1)株式 253,081 682,471 429,390 
(2)債券  

国債・地方債等 399,797 395,967 △3,830 

合計 652,878 1,078,438 425,560 

  
中間連結貸借対照表計上額

（千円） 

(1)その他有価証券 
非上場株式 339,801 

  
取得原価 
（千円） 

連結貸借対照表計上額
（千円） 

差額 
（千円） 

(1)株式 252,583 622,041 369,458 
(2)債券  

国債・地方債等 399,783 400,120 337 

合計 652,366 1,022,161 369,795 

  
連結貸借対照表計上額

（千円） 

(1)その他有価証券 
非上場株式 319,765 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

（注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の系列および市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

農業資材事業………主要な製品は、肥料、園芸資材、種苗、乾牧草等であります。 

鉄鋼建設資材事業…主要な製品は、異形棒鋼、構造用鋼、ねじ節鉄筋等であります。 

その他事業…………主要な製品は、砕石・砕砂、再生骨材等であります。 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は 434,094千円であり、その主なものは、当社

の総務、経理部門等の管理部門に係る費用であります。 

  

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の系列および市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

農業資材事業………主要な製品は、肥料、園芸資材、種苗、乾牧草等であります。 

鉄鋼建設資材事業…主要な製品は、異形棒鋼、構造用鋼、ねじ節鉄筋等であります。 

その他事業…………主要な製品は、砕石・砕砂,再生骨材等であります。 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は730,896千円であり、その主なものは、当社の

総務、経理部門等の管理部門に係る費用であります。 

  

  
農業資材事業 
  
（千円） 

鉄鋼建設
資材事業 
（千円） 

その他事業
  

（千円） 

計
  

（千円） 

消去又は全社 
  

（千円） 

連結 
  

（千円） 

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高 5,281,741 16,304,966 823,890 22,410,598 ─ 22,410,598

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

7 ─ 31,100 31,108 (31,108) ─

計 5,281,749 16,304,966 854,991 22,441,707 (31,108) 22,410,598

営業費用 5,178,587 11,946,045 790,597 17,915,231 400,057 18,315,288

営業利益 103,161 4,358,920 64,393 4,526,476 (431,166) 4,095,310

  
農業資材事業 
  
（千円） 

鉄鋼建設
資材事業 
（千円） 

その他事業
  

（千円） 

計
  

（千円） 

消去又は全社 
  
（千円） 

連結 
  

（千円） 

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高 10,499,130 28,988,009 1,757,683 41,244,822 ─ 41,244,822

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

18 ─ 59,635 59,654 (59,654) ─

計 10,499,148 28,988,009 1,817,319 41,304,477 (59,654) 41,244,822

営業費用 10,160,369 23,347,122 1,709,991 35,217,483 657,117 35,874,601

営業利益 338,779 5,640,886 107,327 6,086,993 (716,772) 5,370,221



【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

本邦以外の売上高がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

本邦以外の売上高がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報） 

（注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  

  

１株当たり純資産額 

１株当たり中間純利益金額 

499,753.73円 

113,950.05円 

  

１株当たり純資産額 

１株当たり当期純利益金額 

340,891.99円 

121,275.90円 

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  
当中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

中間（当期）純利益     （千円） 2,326,290 2,362,454 

普通株主に帰属しない金額  （千円） ─ ─ 

（うち利益処分による役員賞与金） (─) (─) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 
              （千円） 

2,326,290 2,362,454 

期中平均株式数       （株） 20,415 19,480 



（重要な後発事象） 

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

１．株式の分割について 

 平成17年12月６日開催の当社取締役会において、次のように株式分割による新株式発行を決議しております。 

(1）平成18年１月11日をもって普通株式１株につき３株に分割します。 

①分割により増加する株式数 

普通株式 48,000株 

②分割方法 

 平成18年１月10日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主の所有株式数を、１株につき３株の割合

をもって分割します。 

(2）配当起算日 

 平成17年10月１日 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前連結会計年度における１株当たり情報並びに当期首に行われたと仮定

した場合の当中間連結会計期間における１株当たり情報は、それぞれ以下のとおりとなります。 

  

２．株式の買収について 

 平成17年12月８日開催の取締役会において、株式会社環境科学コーポレーションの全株式を取得し、子会社化することを決

議し、同日付で株式を取得いたしました。 

(1）その旨及び理由 

 当該会社は、環境検査及び環境コンサルティング事業を行っております。 

 当社は環境業としての成長を図ることを目標にしており、当社グループの既存事業と連携することによるシナジー効果に

より、収益の拡大を図るため、株式取得による会社の買収を致しました。 

(2）株式取得の相手先の名称 

株式会社ＢＭＬフード・サイエンス 

(3）買収する会社の事業内容、規模 

①事業内容  環境検査及び環境コンサルティング事業 

②規 模 

※当該会社は、平成16年10月１日付で、株式会社ＢＭＬフード・サイエンスにより新設分社型会社分割の手法により設立

されました。売上高は、平成16年10月１日から平成17年３月31日までの金額を記載しております。 

(4）株式取得の時期  平成17年12月８日 

(5）取得する株式数、取得価額及び取得後の議決権比率 

  

  

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

  
  

１株当たり純資産額 

１株当たり中間純利益金額 

166,584.57円 

37,983.34円 

１株当たり純資産額 

１株当たり当期純利益金額 

113,630.66円 

40,425.30円 

  なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額

については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

資本金 60百万円 

売上高 ※ 711百万円（平成17年３月31日現在） 

総資産 1,002百万円（平成17年３月31日現在） 

株主資本 106百万円（平成17年３月31日現在） 

取得する株式数 1,200株 

取得価額 193百万円 

取得後の議決権比率 100％ 



前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

(2）【その他】 

該当事項はありません。 

  

  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  

    
当中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）  

Ⅰ 流動資産  

１．現金及び預金 3,720,916 2,175,085  

２．受取手形 546,139 676,000  

３．売掛金 5,749,640 5,787,299  

４．たな卸資産 4,428,838 4,516,669  

５．繰延税金資産 258,660 227,092  

６．その他 520,861 212,540  

貸倒引当金 △2,630 △8,235  

流動資産合計 15,222,426 56.5 13,586,452 54.2

Ⅱ 固定資産  

１．有形固定資産  

(1)建物 ※1,2 2,310,117 2,333,596  

(2)機械及び装置 ※1,2 4,162,742 4,281,685  

(3)土地 ※2 2,152,379 2,142,379  

(4)その他 ※1,2 1,005,128 699,980  

有形固定資産合計 9,630,368 9,457,641  

２．無形固定資産 172,399 202,258  

３．投資その他の資産  

(1)投資有価証券 1,403,180 1,325,897  

(2)その他 505,988 507,179  

貸倒引当金 △5,640 △1,747  

投資その他の資産合計 1,903,528 1,831,330  

固定資産合計 11,706,296 43.4 11,491,231 45.8

Ⅲ 繰延資産 22,707 0.1 6,868 0.0

資産合計 26,951,430 100.0 25,084,552 100.0

   



  

  

    
当中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）  

Ⅰ 流動負債  

１．支払手形 1,436,102 1,454,319  

２．買掛金 4,403,737 5,193,691  

３．短期借入金 ※2 850,000 2,707,000  

４．１年以内返済予定の長期
借入金 

※2 1,859,215 2,305,925  

５．１年以内償還予定の社債 80,000 40,000  

６．未払法人税等 1,660,507 1,228,682  

７．賞与引当金 292,132 282,750  

８．その他 ※4 1,524,470 1,349,503  

流動負債合計 12,106,165 44.9 14,561,871 58.1

Ⅱ 固定負債  

１．社債 320,000 360,000  

２．長期借入金 ※2 1,706,440 2,554,760  

３．繰延税金負債 242,473 238,897  

４．退職給付引当金 766,960 722,530  

５．役員退職慰労引当金 234,930 220,920  

固定負債合計 3,270,803 12.2 4,097,107 16.3

負債合計 15,376,969 57.1 18,658,979 74.4

   

（資本の部）  

Ⅰ 資本金 2,190,000 8.1 1,000,000 4.0

Ⅱ 資本剰余金  

１．資本準備金 1,802,000 ─  

資本剰余金合計 1,802,000 6.7 ─ ─

Ⅲ 利益剰余金  

１．利益準備金 52,603 32,603  

２．任意積立金 943,347 957,445  

３．中間（当期）未処分利益 6,323,593 4,219,379  

利益剰余金合計 7,319,543 27.1 5,209,427 20.8

Ⅳ その他有価証券評価差額金 262,917 1.0 216,145 0.8

資本合計 11,574,461 42.9 6,425,572 25.6

負債資本合計 26,951,430 100.0 25,084,552 100.0

   



②【中間損益計算書】 

  

  

  次へ 

    

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高 21,588,965 100.0 39,487,188 100.0

Ⅱ 売上原価 14,813,412 68.6 28,814,237 73.0

売上総利益 6,775,552 31.4 10,672,951 27.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1 2,753,157 12.8 5,416,656 13.7

営業利益 4,022,394 18.6 5,256,295 13.3

Ⅳ 営業外収益 ※2 24,808 0.1 77,942 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※3 128,682 0.6 304,997 0.8

経常利益 3,918,521 18.1 5,029,240 12.7

Ⅵ 特別利益 ※4 1,712 0.0 10,050 0.0

Ⅶ 特別損失 ※5,6 53,842 0.2 604,712 1.5

税引前中間（当期）純利益 3,866,390 17.9 4,434,577 11.2

法人税、住民税及び事業税 1,615,190 2,084,980  

法人税等調整額 △58,915 1,556,274 7.2 △161,426 1,923,553 4.9

中間（当期）純利益 2,310,116 10.7 2,511,023 6.3

前期繰越利益 4,013,476 1,708,355 

中間（当期）未処分利益 6,323,593 4,219,379 

   



財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1)有価証券 (1)有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法を採用

しております。 

同  左 

  その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）を採用して

おります。 

期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用しており

ます。 

  時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による原価法を採用

しております。 

同  左 

  (2)デリバティブ (2)デリバティブ 

  時価法を採用しております。 同  左 

  (3)たな卸資産 (3)たな卸資産 

  月別総平均法による原価法を採用

しております。 

同  左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産 (1)有形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

同  左 

  建物         25年～55年 

機械及び装置     10年～14年 

  

  (2)無形固定資産 (2)無形固定資産 

  定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては社内における見込利用可能期

間（５年）による定額法を採用して

おります。 

同  左 

３．繰延資産の処理方法 (1)新株発行費 (1)新株発行費 

  ３年間で均等償却しております。 ────── 

  (2)社債発行費 (2)社債発行費 

  ３年間で均等償却しております。 同  左 

４．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 

  

  

  

  

売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

同  左 



  

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

  (2)賞与引当金 (2)賞与引当金 

  従業員に支給する賞与に充てるた

め、支給見込額の当中間会計期間負

担額を計上しております。 

従業員に支給する賞与に充てるた

め、支給見込額の当事業年度の負担

額を計上しております。 

  (3)退職給付引当金 (3)退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

期末日における退職給付債務および

年金資産の見込額に基づき当中間会

計期間末において発生していると認

められる額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異は、15年

（確定拠出年金制度および前払退職

金制度への移行対象者以外は、制度

導入時の平均残存勤務見込年数（６

年））による按分額を費用処理して

おります。 

過去勤務債務は、発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定年数

（15年）による按分額を費用処理し

ております。 

数理計算上の差異は、各事業年度

の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定年数（５年）に

より按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理することとし

ております。 

従業員の退職給付に備えるため、

期末日における退職給付債務および

年金資産の見込額に基づき計上して

おります。 

なお、会計基準変更時差異は、15年

（確定拠出年金制度および前払退職

金制度への移行対象者以外は、制度

導入時の平均残存勤務見込年数（６

年））による按分額を費用処理して

おります。 

過去勤務債務は、発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定年数

（15年）による按分額を費用処理し

ております。 

数理計算上の差異は、各事業年度

の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定年数（５年）に

より按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理することとし

ております。 

  (4)役員退職慰労引当金 (4)役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく中間会計期間末

要支給額を計上しております。 

役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

同  左 

６．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。なお、金利スワップについて特

例処理の条件を充たしている場合に

は特例処理を採用しております。 

  

同  左 



  

項目 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

  (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

  当中間会計期間にヘッジ会計を適

用したヘッジ対象とヘッジ手段は以

下のとおりであります。 

当事業年度にヘッジ会計を適用し

たヘッジ対象とヘッジ手段は以下の

とおりであります。 

  ヘッジ手段・・・・・金利スワップ 

ヘッジ対象・・・・・借入金 

ヘッジ手段・・・・・同  左 

ヘッジ対象・・・・・同  左 

  (3)ヘッジ方針 (3)ヘッジ方針 

  金利リスク低減のため、対象債務

の範囲内でヘッジを行っておりま

す。 

同  左 

  (4)ヘッジ有効性評価の方法 (4)ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対

象の元本は金額、契約期間とも一致

しており、金利スワップ特例処理の

要件に該当すると判断されるため、

当該判定をもって有効性の判定に代

えております。 

同  左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1)消費税等の会計処理 (1)消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっております。 

  

同  左 



会計処理の変更 

  

  

  次へ 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

         ────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６

号平成15年10月31日）が平成16年３月31日に終了する

事業年度に係る財務諸表から適用できることになった

ことに伴い、当期より同会計基準及び同適用指針を適

用しております。これにより、税引前当期純利益は、

322,081千円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

当中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 

前事業年度末 

（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 

14,666,658千円 14,491,038千円 

※２．担保資産及び担保付債務 ※２．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 担保に供している資産は次のとおりであります。 
  

建物 2,250,146千円 （1,965,773）

構築物 415,759 （ 409,470）

機械及び装置 4,161,957 （4,161,957）

工具器具備品 123,987 （ 120,796）

土地 2,029,867 （2,027,841）

計 8,981,718 （8,685,838）

建物 2,272,546千円 （1,983,074）

構築物 428,724 （ 422,253）

機械及び装置 4,280,669 （4,280,669）

工具器具備品 125,505 （ 122,313）

土地 2,047,684 （ 533,904）

計 9,155,130 （7,342,216）

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 
  

短期借入金 590,000千円 （ 590,000）

長期借入金（1年
以内返済予定） 

1,859,215 (1,839,215）

長期借入金 1,706,440 （1,626,440）

計 4,155,655 （4,055,655）

短期借入金 1,665,000千円 （1,665,000）

長期借入金（1年
以内返済予定） 

2,281,625 （2,249,625）

長期借入金 2,554,760 （2,554,760）

計 6,501,385 （6,469,385）

上位のうち（ ）内書は工場財団抵当ならびに当

該債務を示しております。 

上位のうち（ ）内書は工場財団抵当ならびに当

該債務を示しております。 

３．偶発債務 ３．偶発債務 

債務保証 債務保証 

銀行借入に対する保証債務 銀行借入に対する保証債務 
  

  

上武産業株式会社 287,160千円

上武エコ・クリーン株式会社 56,400 

日本ヨルダン肥料株式会社   

（1,322千US＄） 149,662 

従業員 21,420 

計 514,642 

上武産業株式会社 375,200千円

上武エコ・クリーン株式会社 59,800 

日本ヨルダン肥料株式会社   

（1,652千US＄） 177,491 

JOHNSON ASAHI PTY.LTD.   

（1,500千A＄） 124,320 

従業員 26,108 

計 762,919 

※４．消費税等の取扱い ※４．       ────── 

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、

金額的重要性が乏しいため、流動負債の「その他」

に含めて表示しております。 

  

  



（中間損益計算書関係） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は、

88,122千円であります。 

  

※１．販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は、

174,942千円であります。 

  

※２．営業外収益のうち主要なもの ※２．営業外収益のうち主要なもの 
  

      

受取利息 1,174千円

有価証券利息 2,019 

受取配当金 1,755 

仕入割引 8,538 

賃貸料収入 3,996 

受取利息 2,608千円

有価証券利息 4,843 

受取配当金 757 

仕入割引 17,310 

賃貸料収入 15,737 

役員保険解約返戻金 17,579 

※３．営業外費用のうち主要なもの ※３．営業外費用のうち主要なもの 
  

    

支払利息 76,385千円

売上割引 40,073 
  

支払利息 214,907千円

売上割引 72,079 

※４．特別利益のうち主要なもの ※４．特別利益のうち主要なもの 
  

    

貸倒引当金戻入益 1,712千円
  
有価証券売却益 10,050千円

※５．特別損失のうち主要なもの ※５．特別損失のうち主要なもの 
  

  

固定資産処分損 52,918千円

投資有価証券評価損 924 

    

減損損失 322,081千円

固定資産処分損 269,179 

たな卸資産処分損 12,657 

投資有価証券売却損 794 

固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。 固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。 
  

  

建物 1,024千円

構築物 480 

機械及び装置 48,870 

車輌及び運搬具 74 

工具器具及び備品 2,468 

    

建物 30,019千円

構築物 5,228 

機械及び装置 173,823 

車輌及び運搬具 294 

工具器具及び備品 15,203 

長期前払費用 11,679 

建物解体費用 32,929 



  

  

  次へ 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

※６．      ────── ※６．減損損失 

  当事業年度において、当社は以下の資産について

減損損失を計上いたしました。 
    

場所 用途 種類 

千葉県香取郡干潟町 遊休地 土地 

滋賀県甲賀市水口町 遊休地 土地 

群馬県多野郡鬼石町 遊休地 

山林立木 

土地 

投資その他の

資産 

  当社は、資産のグルーピングの単位として、内部

管理上の事業部（工場別）及び遊休資産にグループ

化しております。 

保有する遊休地、遊休資産において時価の下落が

確認されたことより、帳簿価格を回収可能価格まで

減額し、当該減少額を減損損失（332,081千円）と

して特別損失に計上しました。その内訳は、土地 

285,966千円、投資その他の資産36,115千円であり

ます。 

なお、回収可能価格は正味売却価額により測定し

ており、不動産鑑定評価額、固定資産税評価額等の

適切に市場価格を反映していると考えられる評価額

を基に算出評価しております。 

  

７．減価償却実施額 ７．減価償却実施額 
  

  

有形固定資産 367,452千円

無形固定資産 30,108 
  

有形固定資産 772,317千円

無形固定資産 157,482 



（リース取引関係） 

  

(有価証券関係) 

当中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び中間期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  

  

取得価額 

相当額 

  

（千円） 

減価償却 

累計額 

相当額 

（千円） 

中間期末 

残高 

相当額 

（千円） 

機械装置 143,802 38,090 105,711 

その他 42,221 20,093 22,128 

合計 186,023 58,183 127,840 

  

  

取得価額 

相当額 

  

（千円） 

減価償却 

累計額 

相当額 

（千円） 

期末残高 

相当額 

  

（千円） 

機械装置 

及び車両 
111,066 30,365 80,700 

その他 45,425 18,691 26,733 

合計 156,491 49,057 107,434 

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間期末残高に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 35,480千円

１年超 92,359 

合計 127,840 

１年内 29,074千円

１年超 78,359 

合計 107,434 

(注) 未経過リース料中間期末残高相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。 

(3)支払リース料及び減価償却費相当額 (3)支払リース料及び減価償却費相当額 
  

支払リース料 16,409千円

減価償却費相当額 16,409 

支払リース料 31,917千円

減価償却費相当額 31,917 

(4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

同  左 



（１株当たり情報） 

  

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(重要な後発事象) 

当中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

１．株式の分割について 

 平成17年12月６日開催の当社取締役会において、次のように株式分割による新株式発行を決議しております。 

(1）平成18年１月11日をもって普通株式１株につき３株に分割します。 

①分割により増加する株式数 

普通株式 48,000株 

②分割方法 

 平成18年１月10日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主の所有株式数を、１株につき３株の割合

をもって分割します。 

(2）配当起算日 

 平成17年10月１日 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前事業年度における１株当たり情報並びに当期首に行われたと仮定した

場合の当中間会計期間における１株当たり情報は、それぞれ以下のとおりとなります。 

  

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 
  

１株当たり純資産額 

１株当たり中間純利益金額 

482,269.22円 

113,157.80円 

１株当たり純資産額 

１株当たり当期純利益金額 

321,278.63円 

128,902.66円 

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

中間（当期）純利益（千円） 2,310,116 2,511,023 

普通株主に帰属しない金額（千円） ─ ─ 

（うち利益処分による役員賞与金） （─） （─） 

普通株式に係る中間（当期）純利益（千円） 2,310,116 2,511,023 

期中平均株式数（株） 20,415 19,480 

  

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 
    

１株当たり純資産額 

１株当たり中間純利益金額 

160,756.40円 

37,719.26円 

１株当たり純資産額 

１株当たり当期純利益金額 

107,092.87円 

42,967.55円 

  なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額

については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 



２．株式の買収について 

 平成17年12月８日開催の取締役会において、株式会社環境科学コーポレーションの全株式を取得し、子会社化することを決

議し、同日付で株式を取得いたしました。 

(1）その旨及び理由 

 当該会社は、環境検査及び環境コンサルティング事業を行っております。 

 当社は環境業としての成長を図ることを目標にしており、当社グループの既存事業と連携することによるシナジー効果に

より、収益の拡大を図るため、株式取得による会社の買収を致しました。 

(2）株式取得の相手先の名称 

株式会社ＢＭＬフード・サイエンス 

(3）買収する会社の事業内容、規模 

①事業内容  環境検査及び環境コンサルティング事業 

②規 模 

※当該会社は、平成16年10月１日付で、株式会社ＢＭＬフード・サイエンスにより新設分社型会社分割の手法により設立

されました。売上高は、平成16年10月１日から平成17年３月31日までの金額を記載しております。 

(4）株式取得の時期  平成17年12月８日 

(5）取得する株式数、取得価額及び取得後の議決権比率 

  

前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

  

資本金 60百万円 

売上高 ※ 711百万円（平成17年３月31日現在） 

総資産 1,002百万円（平成17年３月31日現在） 

株主資本 106百万円（平成17年３月31日現在） 

取得する株式数 1,200株 

取得価額 193百万円 

取得後の議決権比率 100％ 



(2）【その他】 

平成17年10月15日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

①中間配当による配当金の総額…………………………120,000千円 

②１株当たりの金額………………………………………5,000円00銭 

③支払い請求の効力発生日及び支払開始日……………平成17年12月19日 

（注）平成17年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 

  

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券届出書（有償一般募集増資）及びその添付書類 

 平成17年８月11日関東財務局長に提出。 

(2）有価証券届出書の訂正届出書 

 平成17年８月26日及び平成17年９月５日関東財務局長に提出。 

 平成17年８月11日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

(3）臨時報告書 

 平成17年９月13日関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月16日

朝日工業株式会社     

  取締役会 御中     

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 恩田  勲  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 石橋 正紀  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 大下内 徹  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている朝

日工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、朝日工業株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年12月６日開催の取締役会において株式分割による新株発

行を決議している。また、会社は平成17年12月８日に株式会社環境科学コーポレーションの全株式を取得し子会社化

している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月16日

朝日工業株式会社     

  取締役会 御中     

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 恩田  勲  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 石橋 正紀  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 大下内 徹  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている朝

日工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第15期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、朝日工業株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年12月６日開催の取締役会において株式分割による新株発

行を決議している。また、会社は平成17年12月８日に株式会社環境科学コーポレーションの全株式を取得し子会社化

している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 
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